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1. 平成29年3月期の連結業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 13,393 4.3 278 41.1 315 49.9 189 110.3

28年3月期 12,837 △5.2 197 △13.2 210 △19.0 90 △0.9

（注）包括利益 29年3月期　　259百万円 （―％） 28年3月期　　△111百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年3月期 22.21 ― 3.4 3.1 2.1

28年3月期 10.56 ― 1.6 2.1 1.5

（参考） 持分法投資損益 29年3月期 6百万円 28年3月期 △15百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 10,340 5,636 54.5 660.03

28年3月期 9,798 5,445 55.6 637.66

（参考） 自己資本 29年3月期 5,636百万円 28年3月期 5,445百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年3月期 385 106 △81 1,659

28年3月期 △67 △694 △90 1,248

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年3月期 ― 0.00 ― 8.00 8.00 68 75.8 1.2

29年3月期 ― 0.00 ― 8.00 8.00 68 36.0 1.2

30年3月期(予想) ― 0.00 ― 8.00 8.00 40.2

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 13,100 △2.2 220 △20.9 250 △20.8 170 △10.3 19.91

（注）受注高、売上高が下期に集中するようになり、第2四半期（累計）の連結業績予想が困難になったことから通期の連結業績予想のみに変更しております。



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

②①以外の会計方針の変更 　：　無

③会計上の見積りの変更 　：　無

④修正再表示 　：　無

（注）詳細は、添付資料Ｐ．11「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期 8,968,960 株 28年3月期 8,968,960 株

② 期末自己株式数 29年3月期 429,868 株 28年3月期 429,858 株

③ 期中平均株式数 29年3月期 8,539,096 株 28年3月期 8,539,150 株

（参考）個別業績の概要

平成29年3月期の個別業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 11,669 2.9 194 6.6 222 6.7 128 32.5

28年3月期 11,337 △4.2 182 △0.5 208 △3.1 97 13.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

29年3月期 15.06 ―

28年3月期 11.37 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 9,241 5,280 57.1 618.36

28年3月期 8,805 5,181 58.8 606.85

（参考） 自己資本 29年3月期 5,280百万円 28年3月期 5,181百万円

※決算短信は監査の対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料Ｐ．３「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

(1）当期の経営成績の概況

 当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済の緩やかな成長により輸出が持ち直し、国内需要の面では企業

収益の改善により設備投資が緩やかな増加基調にあり、個人消費では雇用・所得環境の着実な改善を反映して底堅

く推移し、全体としては緩やかな回復基調が続いています。

 情報通信分野においては、ブロードバンド化、グローバル化、スマートフォンやタブレット等の端末の多様化が

進展し、利用者ニーズの高度化・多様化とともに固定通信と移動通信との融合、さらには通信と放送の融合による

多彩なサービスが拡大しつつあり、当社グループを取り巻く環境は大きく変化しています。

 このような状況のなかで当社グループの受注高は、ＮＴＴ関連工事では光アクセス網工事が減少しましたが、保

守業務の受託拡大やシステム開発により増加し、公共・民間分野の工事では防災行政無線工事や光ケーブル工事に

よって増加し、全体では140億2千万円（前期比11.8％増）となっております。売上高は、ＮＴＴ関連工事ではシス

テム開発や保守業務の受託拡大がありましたが、光アクセス網工事の鈍化により減少し、公共・民間分野の工事で

は、防災行政無線工事や光ケーブル工事により増加し、全体では133億9千3百万円（前期比4.3％増）となっており

ます。 

 利益面につきましては、当社グループを挙げて生産性の向上およびコスト削減施策等を実施し、営業利益は2億7

千8百万円（前期比41.1％増）、経常利益は3億1千5百万円（前期比49.9％増）となり、親会社株主に帰属する当期

純利益は1億8千9百万円（前期比110.3％増）となっております。

        単位:百万円 
 

項  目 当 期 前 年 同 期 増 減 額 増 減 率

受 注 高 14,020 12,535 1,484 11.8％

売 上 高 13,393 12,837 556 4.3％

営 業 利 益 278 197 81 41.1％

経 常 利 益 315 210 105 49.9％

親会社株主に帰属

す る 当 期 純 利 益
189 90 99 110.3％

 
 なお、セグメント間取引相殺消去前の各セグメントの業績は、次のとおりであります。

（通信建設事業）

 売上高はＮＴＴ関連工事では保守業務の受託拡大がありましたが、光アクセス網工事の鈍化により減少したもの

の、公共・民間分野では防災行政無線工事、光ケーブル工事があり、120億6千6百万円（前期比3.7％増）となり、

セグメント利益は10億4千3百万円（前期比9.9％増）となっております。

（情報システム事業）

 売上高はＮＴＴ関連の大型システム開発により13億4千3百万円（前期比10.4％増）となり、セグメント利益は1

億3千4百万円（前期比4.0%増）となっております。

          単位:百万円 
 

項      目 当 期 前 年 同 期 増 減 額 増 減 率

通 信 建 設 事 業
売 上 高 12,066 11,636 429 3.7％

セ グ メ ン ト 利 益 1,043 948 94 9.9％

情報システム事業
売 上 高 1,343 1,217 126 10.4％

セ グ メ ン ト 利 益 134 129 5 4.0％

 

(2）当期の財政状態の概況 

（資産） 

 資産は、前連結会計年度末より5億4千1百万円増加の103億4千万円となりました。

 主な要因は、現金預金4億5千6百万円及び受取手形・完成工事未収入金3億7千万円の増加と土地2億2千3百万円の

減少であります。

（負債）

 負債は、前連結会計年度末より3億5千万円増加の47億4百万円となりました。

 主な要因は、支払手形・工事未払金2億7千4百万円及び退職給付に係る負債9千1百万円の増加と長期未払金2千3

百万円の減少であります。
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（純資産） 

 純資産は、前連結会計年度末より1億9千万円増加の56億3千6百万円となりました。

 主な要因は、利益剰余金1億2千1百万円、その他有価証券評価差額金3千7百万円及び退職給付に係る調整累計額3

千1百万円の増加であります。

 

(3）当期のキャッシュ・フローの概況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ4億1千万

円増加の16億5千9百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動による資金の増加は3億8千5百万円であり、その主な要因は、税金等調整前当期純利益2億8千2百万円、

減価償却費2億3千9百万円及び仕入債務の増加2億7千4百万円による資金の増加と、売上債権の増加3億7千万円によ

る資金の減少であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動による資金の増加は1億6百万円であり、その主な要因は、有形固定資産の売却2億8千万円による資金の

増加と、有形固定資産の取得1億2千9百万円による資金の減少であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動による資金の減少は8千1百万円であり、その主な要因は、配当金の支払6千8百万円による資金の減少で

あります。

 

(4）今後の見通し 

 当社グループの主たる受注先であるＮＴＴ西日本の平成29年度事業計画では、設備投資額は前年より5.4％減少

し、アクセス網の光化投資も当期を下回る規模で計画をされています。 

 そうしたなか、当社グループにおける次期の受注見通しについては、ＮＴＴ工事の受注は光アクセス網工事の減

少を見込み、ＮＴＴ関連では保守業務の受託拡大や携帯電話関連工事を見込み、公共・民間分野の工事においては

光ケーブル工事や防災行政無線工事、システム開発等を見込んでいますが、全体では当期より下回る見込でありま

す。

 これにより当社グループの受注高は124億円（前期比11.6％減）、売上高は131億円（前期比2.2％減）、これに

伴う営業利益は2億2千万円（前期比20.9％減）、経常利益は2億5千万円（前期比20.8％減）、親会社株主に帰属す

る当期純利益は1億7千万円（前期比10.3％減）をそれぞれ見込んでおります。

        単位:百万円 
 

項  目 次 期 当 期 増 減 額 増 減 率

受 注 高 12,400 14,020 △1,620 △11.6％

売 上 高 13,100 13,393 △293 △2.2％

営 業 利 益 220 278 △58 △20.9％

経 常 利 益 250 315 △65 △20.8％

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

170 189 △19 △10.3％

 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループの利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先等であり、海外からの資金調達の必要性が乏

しいため、会計基準につきましては日本基準を適用しております。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 1,202,010 1,659,001 

受取手形・完成工事未収入金 3,740,837 4,111,111 

有価証券 86,499 － 

未成工事支出金 55,861 43,452 

材料貯蔵品 63,518 119,408 

繰延税金資産 79,199 71,102 

その他 138,683 104,275 

貸倒引当金 △4,836 △4,555 

流動資産合計 5,361,773 6,103,796 

固定資産    

有形固定資産    

建物・構築物 2,157,054 1,892,145 

減価償却累計額 △1,025,101 △851,934 

建物・構築物（純額） 1,131,952 1,040,211 

機械・運搬具 1,196,130 1,243,802 

減価償却累計額 △859,484 △962,000 

機械・運搬具（純額） 336,646 281,802 

工具器具・備品 535,860 542,506 

減価償却累計額 △470,984 △459,482 

工具器具・備品（純額） 64,876 83,024 

土地 1,662,954 1,439,091 

建設仮勘定 － 5,105 

有形固定資産合計 3,196,429 2,849,234 

無形固定資産    

ソフトウエア 15,761 15,418 

のれん 9,765 8,680 

その他 4,887 4,813 

無形固定資産合計 30,414 28,912 

投資その他の資産    

投資有価証券 522,884 654,531 

長期貸付金 2,634 2,334 

繰延税金資産 616,723 627,582 

その他 68,382 74,702 

貸倒引当金 △792 △792 

投資その他の資産合計 1,209,832 1,358,358 

固定資産合計 4,436,676 4,236,505 

資産合計 9,798,450 10,340,301 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金 1,245,661 1,519,665 

未払法人税等 73,614 106,030 

賞与引当金 180,168 200,673 

完成工事補償引当金 9,036 9,253 

その他 609,802 532,671 

流動負債合計 2,118,284 2,368,295 

固定負債    

役員退職慰労引当金 162,497 182,638 

退職給付に係る負債 1,982,495 2,073,961 

負ののれん 11,939 9,391 

長期未払金 43,612 20,396 

その他 34,585 49,598 

固定負債合計 2,235,130 2,335,987 

負債合計 4,353,415 4,704,282 

純資産の部    

株主資本    

資本金 611,000 611,000 

資本剰余金 326,573 326,573 

利益剰余金 4,843,388 4,964,695 

自己株式 △90,048 △90,051 

株主資本合計 5,690,912 5,812,216 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 49,682 87,643 

退職給付に係る調整累計額 △295,560 △263,840 

その他の包括利益累計額合計 △245,878 △176,197 

純資産合計 5,445,034 5,636,019 

負債純資産合計 9,798,450 10,340,301 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

完成工事高 12,837,608 13,393,700 

完成工事原価 11,199,224 11,642,391 

完成工事総利益 1,638,384 1,751,308 

販売費及び一般管理費    

役員報酬 147,659 155,862 

従業員給料手当 671,477 670,987 

賞与引当金繰入額 25,964 27,457 

退職給付費用 55,555 60,274 

役員退職慰労引当金繰入額 30,405 29,602 

調査研究費 85,026 68,635 

貸倒引当金繰入額 1,236 － 

その他 423,987 460,415 

販売費及び一般管理費合計 1,441,313 1,473,235 

営業利益 197,070 278,072 

営業外収益    

受取利息 842 762 

受取配当金 11,680 12,256 

受取地代家賃 952 5,521 

持分法による投資利益 － 6,294 

雑収入 16,931 13,739 

営業外収益合計 30,407 38,575 

営業外費用    

支払利息 150 1 

持分法による投資損失 15,337 － 

雑支出 1,369 824 

営業外費用合計 16,856 825 

経常利益 210,621 315,822 

特別利益    

段階取得に係る差益 9,400 － 

固定資産売却益 46,938 38,712 

投資有価証券売却益 － 0 

負ののれん発生益 10,266 － 

その他 766 － 

特別利益合計 67,371 38,713 

特別損失    

固定資産売却損 51 15,060 

減損損失 31,384 － 

固定資産除却損 2,242 238 

投資有価証券売却損 － 0 

事務所移転費用 － 56,983 

厚生年金基金脱退損失 3,939 － 

特別損失合計 37,617 72,282 

税金等調整前当期純利益 240,375 282,252 

法人税、住民税及び事業税 77,125 126,006 

法人税等調整額 73,069 △33,372 

法人税等合計 150,194 92,633 

当期純利益 90,181 189,619 

親会社株主に帰属する当期純利益 90,181 189,619 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当期純利益 90,181 189,619 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △38,415 37,961 

退職給付に係る調整額 △163,270 31,719 

その他の包括利益合計 △201,686 69,680 

包括利益 △111,505 259,300 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 △111,505 259,300 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 611,000 327,425 4,821,520 △90,025 5,669,921 

当期変動額           

剰余金の配当     △68,313   △68,313 

親会社株主に帰属する当期純
利益     90,181   90,181 

自己株式の取得       △23 △23 

連結子会社株式の取得による
持分の増減   △852     △852 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）           

当期変動額合計 － △852 21,867 △23 20,991 

当期末残高 611,000 326,573 4,843,388 △90,048 5,690,912 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

退職給付に係る調整
累計額 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 88,098 △132,289 △44,191 5,625,729 

当期変動額         

剰余金の配当       △68,313 

親会社株主に帰属する当期純
利益       90,181 

自己株式の取得       △23 

連結子会社株式の取得による
持分の増減       △852 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） △38,415 △163,270 △201,686 △201,686 

当期変動額合計 △38,415 △163,270 △201,686 △180,694 

当期末残高 49,682 △295,560 △245,878 5,445,034 
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 611,000 326,573 4,843,388 △90,048 5,690,912 

当期変動額           

剰余金の配当     △68,312   △68,312 

親会社株主に帰属する当期純
利益     189,619   189,619 

自己株式の取得       △3 △3 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）           

当期変動額合計 － － 121,306 △3 121,303 

当期末残高 611,000 326,573 4,964,695 △90,051 5,812,216 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

退職給付に係る調整
累計額 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 49,682 △295,560 △245,878 5,445,034 

当期変動額         

剰余金の配当       △68,312 

親会社株主に帰属する当期純
利益       189,619 

自己株式の取得       △3 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 37,961 31,719 69,680 69,680 

当期変動額合計 37,961 31,719 69,680 190,984 

当期末残高 87,643 △263,840 △176,197 5,636,019 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 240,375 282,252 

減価償却費 227,713 239,960 

減損損失 31,384 － 

のれん償却額 1,085 1,085 

負ののれん償却額 △2,547 △2,547 

負ののれん発生益 △10,266 － 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,200 △280 

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,651 20,505 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △52,541 137,105 

受取利息及び受取配当金 △12,523 △13,019 

支払利息 150 1 

持分法による投資損益（△は益） 15,337 △6,294 

有形固定資産売却損益（△は益） △46,887 △23,651 

段階取得に係る差損益（△は益） △9,400 － 

その他の損益（△は益） 2,355 383 

売上債権の増減額（△は増加） △271,402 △370,274 

たな卸資産の増減額（△は増加） △24,619 △43,916 

仕入債務の増減額（△は減少） 54,038 274,003 

その他の資産の増減額（△は増加） 4,208 △12,956 

その他の負債の増減額（△は減少） △222,796 △9,079 

小計 △66,485 473,276 

利息及び配当金の受取額 13,061 15,208 

利息の支払額 △147 △1 

法人税等の支払額 △13,478 △102,794 

営業活動によるキャッシュ・フロー △67,050 385,689 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の増減額（△は増加） 12,997 10,007 

有形固定資産の取得による支出 △702,520 △129,707 

有形固定資産の売却による収入 50,104 280,481 

無形固定資産の取得による支出 △2,192 △6,511 

投資有価証券の取得による支出 △10,000 △71,521 

投資有価証券の売却及び償還による収入 － 30,003 

長期貸付金の回収による収入 443 300 

保険積立金の積立による支出 △8,794 △8,313 

保険積立金の解約による収入 2,480 1,524 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△38,125 － 

その他 698 468 

投資活動によるキャッシュ・フロー △694,908 106,733 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入金の返済による支出 △14,288 － 

配当金の支払額 △68,313 △68,312 

自己株式の取得による支出 △23 △3 

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出 
△852 － 

その他 △7,512 △13,607 

財務活動によるキャッシュ・フロー △90,990 △81,923 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △852,948 410,499 

現金及び現金同等物の期首残高 2,101,451 1,248,502 

現金及び現金同等物の期末残高 1,248,502 1,659,001 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ19,708千円増加し

ております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当

連結会計年度から適用しております。
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（セグメント情報）

１．報告セグメントの概要 

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。

 当社は、支店を基礎とした事業別のセグメントから構成されており、電気通信設備工事の請負工事からな

る通信建設事業と情報システム事業の２つを報告セグメントとしています。

・通信建設事業は、ケーブル設備、土木工事、ネットワーク設備等の電気通信設備工事、その他建設工事全

般の設計・施工・保守及び附帯する事業

・情報システム事業は、業務用アプリケーションや通信ソフト開発、ネットワークの設計・施工・保守及び

附帯する事業

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

  報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

  報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高は市場実勢価格

に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

        （単位：千円） 

 
通信建設 
事業 

情報システム 
事業 

合計 
調整額 
(注)1 

連結財務諸表 
計上額(注)2 

売上高          

外部顧客への売上高 11,623,237 1,214,370 12,837,608   12,837,608 

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

13,634 2,649 16,284 △16,284  

計 11,636,872 1,217,019 12,853,892 △16,284 12,837,608 

セグメント利益 948,998 129,459 1,078,457 △881,386 197,070 

セグメント資産 6,061,441 894,374 6,955,815 2,842,634 9,798,450 

その他の項目          

減価償却費 203,826 14,611 218,438 7,608 226,046 

有形固定資産及び無形固定資
産の増加額 

519,811 3,565 523,377 223,631 747,009 

    （注）1 ．調整額は以下のとおりであります。

        (1) 売上高の調整額△16,284千円はセグメント間取引消去であります。

        (2) セグメント利益の調整額△881,386千円は、報告セグメントに帰属しない一般管理費△877,935千円

とセグメント間取引消去△3,451千円であります。

        (3) セグメント資産の調整額2,842,634千円は、本社管理部門に係る資産2,867,946千円とセグメント間

債権の相殺消去△3,317千円、本社管理部門に対する債権の相殺消去△21,994千円であります。

        (4) 減価償却費の調整額は、本社管理部門の減価償却費であります。

        (5) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主に本社管理部門の有形固定資産及び無形固

定資産の増加額であります。

       2 ．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

        （単位：千円） 

 
通信建設 
事業 

情報システム 
事業 

合計 
調整額 
(注)1 

連結財務諸表 
計上額(注)2 

売上高          

外部顧客への売上高 12,051,367 1,342,332 13,393,700   13,393,700 

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

14,688 1,553 16,241 △16,241  

計 12,066,055 1,343,886 13,409,941 △16,241 13,393,700 

セグメント利益 1,043,255 134,611 1,177,867 △899,794 278,072 

セグメント資産 6,291,892 947,799 7,239,692 3,100,609 10,340,301 

その他の項目          

減価償却費 201,743 15,140 216,884 23,065 239,950 

有形固定資産及び無形固定資
産の増加額 

114,097 15,060 129,157 24,180 153,338 

    （注）1 ．調整額は以下のとおりであります。

        (1) 売上高の調整額△16,241千円はセグメント間取引消去であります。

        (2) セグメント利益の調整額△899,794千円は、報告セグメントに帰属しない一般管理費△896,791千円

とセグメント間取引消去△3,002千円であります。

        (3) セグメント資産の調整額3,100,609千円は、本社管理部門に係る資産3,113,701千円とセグメント間

債権の相殺消去△1,814千円、本社管理部門に対する債権の相殺消去△11,277千円であります。

        (4) 減価償却費の調整額は、本社管理部門の減価償却費であります。

        (5) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主に本社管理部門の有形固定資産及び無形固

定資産の増加額であります。

       2 ．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 637.66円 660.03円

１株当たり当期純利益金額 10.56円 22.21円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益金額（千

円）
90,181 189,619

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益金額（千円）
90,181 189,619

期中平均株式数（株） 8,539,150 8,539,096

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

 純資産の部の合計額（千円） 5,445,034 5,636,019

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 5,445,034 5,636,019

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（株）
8,539,102 8,539,092

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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４．その他

役員の異動（平成29年6月28日付予定） 

① 代表取締役の異動 

 該当事項はありません。 

② その他の役員の異動 

  ・退任予定取締役 

 常務取締役      小田 修  （現 情報システム本部長） 

 常務取締役      澤田 達夫 （現 経営企画本部長） 

 取締役        川面 正雄 （現 総務部長） 
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